
第６節 宅地造成事業 

１ 現状と課題 

（１）現状 

 宅地造成事業は、多くの事業において、他会計から繰入を受けている。また、景気低迷等

の影響から当初の計画どおりに造成地の処分が進まない事例が見受けられる。 

（２）課題 

 宅地造成事業を新たに実施する際には、事業の必要性、造成地等の需要の動向、採算性及

び地価の変動によるリスク等を十分に勘案し、慎重に対処する必要がある。 

既に着手した事業についても、社会経済情勢の変化等に対応して適時適切な計画の見直し

等を行う必要があり、民間活用も視野に入れた用地売却、賃貸方式による弾力的な用地活用

等により、経営の健全化に努める必要がある。また、販売用土地の時価評価額が当該土地の

地方債残高を下回っており、今後の資産の売却等によっても解消できないと見込まれる債務

がある場合には、これを放置することなく計画的な一般会計からの繰入れ等により適切に解

消を図る必要がある。 

そのためには、将来にわたって安定的に事業を継続するための中長期的な経営の基本計画

である「経営戦略」を策定し、これに基づく計画的な経営を行っていくことが重要である。

「経営戦略」の策定に当たっては、収支の不確実性を考慮する観点から、原則として 10年以

内に造成・処分が完了することを前提とした上で、全ての土地の造成・処分が 10 年以上先と

なる会計にあっては、「計画期間」を 10 年以上の合理的な期間に設定することが望ましい。

なお、「経営戦略」の策定について、総務省では「経済・財政再生計画」（経済財政運営と

改革の基本方針 2015（平成 27 年６月 30 日閣議決定）第３章をいう。）に基づき、平成 32

年度までの策定を要請している。 

２ 平成 27 年度決算の概況 

（１）事業及び経営主体等 

 平成 27年度において地方公共団体が経営する宅地造成事業の数は５事業で、前年度と同数

であり、その内訳は臨海土地造成事業０事業（前年度同数）、その他造成事業５事業（前年

度同数）となっている。（その他造成事業については団体ごとに１事業としている。） 

これを経営主体別にみると、指定都市営１事業（前年度同数）、市営４事業（前年度同数）

となっている。（第１表） 
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第１表 宅地造成事業の事業数 

 

 

（２）業務の状況 

 平成 27年度末における完成土地 3,459,140 ㎡の処分状況は、売却済分 255,290 ㎡、未売却

分 27,481 ㎡、非売却分 3,176,369 ㎡となっている。（第２表) 

第２表 造成地の処分状況 

 

（３）宅地造成事業の経営状況 

宅地造成事業の経営の収支の状況をみると、黒字が続いており、平成 27 年度も黒字となっ

ている。 

全５事業で黒字となっており、前年度も同様である。 

この結果、宅地造成事業全体の収支は 13,403 千円の黒字で、前年度（12,408 千円の黒字）

に比べ黒字額が 995 千円、8.0％増加している。（第３表） 

法適用 法非適用 計 法適用 法非適用 計 法適用 法非適用 計

指 定 都 市 - - - - 1 1 - 1 1

市 - - - - 4 4 - 4 4

町 村 - - - - - - - - -

一 部 事 務 組 合 - - - - - - - - -

　　　　　　　　計         　 (A) - - - - 5 5 - 5 5

前 年 度 （ 26 年 度 ） (B) - - - - 5 5 - 5 5

(A) - (B) - - - - - - - - -

（注）　臨海土地造成事業以外は、団体ごとにまとめて1事業としている。

計事業

適用区分

経営主体

臨　　　　　海 そ　　の　　他

（単位：㎡）

年　度

項　目

4,437,578 - 4,342,471 - 65,769 4,408,240

3,428,351 - 3,399,403 - 59,737 3,459,140

62,081 - 30,789 - 13,248 44,037

3,150,059 - 3,128,082 - 48,287 3,176,369

278,292 - 271,321 - 11,450 282,771

251,049 - 252,901 - 2,389 255,290

27,243 - 18,420 - 9,061 27,481

26

12,518

27

臨 海 土 地 区 画 内陸・流通・住宅 市 街 地 再 開 発 計

売 却 済 面 積

内
訳

 （うち当該年度

     売却面積）

造 成 中 総 面 積

う ち 完 成 分 面 積

（ うち 当該年度中完成分 ）

内
訳

非 売 却 面 積

売 却 予 定 面 積

未 売 却 面 積

4,240--4,240-
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第３表 全体の経営状況 

 

（４）法非適用企業の経営状況 

ア 収益的収支の状況 

 法非適用企業の収益的収支のうち総収益は 1,187,453 千円で、前年度（1,079,293 千円）

に比べ 108,160 千円、10.0％増加している。一方、総費用は 431,424 千円で、前年度（424,367

千円）に比べ 7,057 千円、1.7％増加している。 

イ 資本的収支の状況 

法非適用企業の資本的支出は 3,496,188 千円で、前年度（3,386,194 千円）に比べ 109,994

千円、3.2％増加している。このうち建設改良費は 961,005 千円で、前年度（856,316 千円）

に比べ 104,689 千円、12.2％増加している。また、地方債償還金は 2,535,183 千円で、前

年度（2,529,878 千円）に比べ 5,305 千円、0.2％増加している。 

これに対する資本的収入は 2,734,663 千円で、前年度（2,770,212 千円）に比べ 35,549

千円、1.3％減少している。このうち地方債は 705,200 千円で、前年度（663,900 千円）に

比べ 41,300 千円、6.2％増加している。 

ウ 実質収支 

実質収支をみると、黒字の事業は５事業（前年度５事業）で、黒字額は 13,403 千円（前

年度 12,408 千円）となっている（995 千円、8.0％増加）。なお、赤字事業はない（前年

度同様）。（第４表） 

 

（単位：事業、千円）
年度

区分
項目

法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計

(-) (5) (5) (-) (5) (5) (-) (-) (-)

- 12,408 12,408 - 13,403 13,403 - 995 995

(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

- - - - - - - - -

(-) (5) (5) (-) (5) (5) (-) (-) (-)

- 12,408 12,408 - 13,403 13,403 - 995 995

(注) 1. 事業数は、決算対象事業数である。

（事業数）

赤字額

（事業数）

収支

2. 黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。

26 (A) 増減額 ((B)-(A))

（事業数）

黒字額

27 (B)
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第４表 宅地造成事業の経営状況の推移（法非適用企業） 

 

（５）料金収入の状況 

料金収入は 580,050 千円で、前年度 473,855 千円に比べ 106,195 千円、22.4％増加してい

る。 

（６）他会計繰入金の状況 

他会計繰入金は 2,054,714 千円で、前年度 2,047,518 円に比べ 7,196 千円、0.4％増加して

いる。 

収益的収入への繰入金は 28,966 千円で、前年度 33,368 千円に比べ 4,402 千円、13.2％減

少している。 

また、資本的収入への繰入金は2,025,748千円で、前年度2,014,150円に比べ11,598千円、

0.6％増加している。 

（単位：千円、％）

年　度 25 26 27  (B)-(A) 
項　目 (A) (B) (A)

(a) 1,680,702 1,079,293 1,187,453 10.0

1,113,538 474,252 580,050 22.3

(b) 1,113,538 474,252 580,050 22.3

うち 料金収入 1,113,538 473,855 580,050 22.4

5,205 33,368 28,966 △ 13.2

(c) 437,083 424,367 431,424 1.7

93,165 98,677 98,678 0.0

う ち 職員給与費 51,757 49,285 43,183 △ 12.4

1,243,619 654,926 756,029 15.4

5,209,874 2,770,212 2,734,663 △ 1.3

629,000 663,900 705,200 6.2

2,782,075 2,014,150 2,025,748 0.6

6,826,571 3,386,194 3,496,188 3.2

3,188,955 856,316 961,005 12.2

(d) 3,610,498 2,529,878 2,535,183 0.2

△ 1,616,697 △ 615,982 △ 761,525 △ 23.6

黒 字 2 12,408 13,403 8.0

赤 字 (e) - - - -

41.5 36.5 40.0 -

- - - -

5 5 5 -

- - - -

- - - -

- - - -実 質 収 支 で 赤 字 を 生 じ た 事 業 数

営業収益（受託工事収益を除く）

実 質 収 支

収益的収支比率

赤 字 比 率

事 業 数

う ち 建 設 中

収 益 的 収 支 で 赤 字 を 生 じ た 事 業 数

資
本
的
収
支

資 本 的 収 入

地 方 債

他 会 計 繰 入 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

地 方 債 償 還 金

収 支 差 引

収
益
的
収
支

総 収 益

営 業 収 益

他 会 計 繰 入 金

総 費 用

営 業 費 用

収 支 差 引

(a)

(c)+(d)
×100

(e)

(b)
×100
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（７）経営健全化の状況 

平成 20 年度から施行された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」では、資金不足

比率が 20％以上となる公営企業会計には経営健全化計画の策定が義務付けられている。宅地

造成事業においては、対象となる会計はない。 
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